Land Policy : Its Function and Limits by 華山 謙
91 
総合都市研究第24号 1985
講演記録:土地政策の機能と限界
華山
乙の研究会でお話を申し上げるようにというお
誘いを受けまして，いろいろ考えたんですけれど
も，いまちょっとまとまったお話をする状態には
ない，つまり，まとまった仕事はすでに発表して
しまったものの中にあるものですから，それをま
た繰り返しでも仕方がないと思いまして，いま私
がどういうことをやっているかということについ
て，わからないところも含めてお話をして，むし
ろ皆さんとのディスカッションをしてみたい，と
いうふうに考えております。
いま私がやりたいと思っていることの 1つは，
土地政策の総合化であるわけですけれども，その
前段階として，各種の土地政策がどのようにして
形成されてきたか，主として戦後に焦点を当てて
サーベイをするという乙とをやっております。
戦後の主要な土地に関連する法律について，も
ちろん私自身その形成過程について多少は勉強を
してきたわけですけれど、も，自分自身で勉強してき
たものを法案そのものをつくった人にインタビュ
ーしてぶつけてみて，それぞれの法律がどのよう
な時代の背景の中でどういう理想，目的をもって
つくられたのか，という乙とを考えてみたいと思
っているわけです。たまたま「土地住宅問題Jとい
う雑誌が毎月かなりページをくれましたので，そ
のページを使ってやってきました。
いままでは農地改革，土地収用法，土地改良法，
森林法とやってきまして，固定資産税制度と自然
公園法についてはまだ印刷になっておりませんけ
れども，すませました。あと土地区画整理法，首
*東京工業大学工学部
謙*
都圏整備法，都市計画法，不動産鑑定法，国土利
用計画法，それから農振法といったような法律に
ついて一応ーあたりする予定でおります。
土地政策とは何かということについて，私は私
なりの定義をもっているんですが，それは財産権
に対する社会的介入というものです。財産権はど
承知のとおり使用・収益・処分という排他独占的
な権利というふうに定義をされていますので，乙
れに対する社会的介入は当然使用・収益・処分l乙
対する制限という形をとると思っているわけです。
使用については土地利用規制，収益に対しては土
地租税，そして処分に対しては土地収用という形
で社会的な介入を行う乙とができるわけです。で
すから私の定義によれば，利用規制と租税と収用，
この3つの組合せが土地政策という乙とになるわ
けです。
土地政策の統合という場合には，これら 3つの
介入の手段が有機的な関連をもって意識的に設定
された目的を達成するように機能していかなけれ
ばいけないと思うわけですが，現在の土地政策は
必ずしもそういうかっ乙うになっておりません。
例えば農地法であるとか，あるいは土地区画整理
法であるとかいう個々の法律がそれぞれの時代の
背景の中ででき上がってくるものですから，必ず
しも総合性をもってつくられてくるわけではない
わけです。
ですから実定法を見ていっても，なかなか土地
政策は出て乙ない。しかし，実定法に反映させな
ければ総合的な土地政策というのはできなL、。実
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定法を全く空からつくるという乙とは実際上不可
能であって，それぞれの分野にいろいろな法律が
過去に集積しておりますので，その実定法の改正
とか，あるいは新設とか，過去における変遷の延
長線上にしかそういったものは考えられない。総
合性と個別法としての実定法との聞に調整を何と
かとる理屈を考えたい，というのが私のいま考え
ているところです。
個別の問題に入っていきたいと思いますが，ま
ず最初に土地利用規制であります。多くの法律学
者とか，あるいは裁判における判決が言っている
ところを集約すれば，望ましくない土地利用を排
除する，乙れが土地利用規制の基本的な機能だと
思われます。
ところが，好ましくない土地利用を排除すると
いっても，その場合には何らかの強制手段がなけ
れば排除することはできないわけであって，強制
の手段が一般的には禁止という形をとっているわ
けです。何々をしてはいけないという禁止の形態
をとって，好ましくない土地利用の実現を排除す
るという強制が行われる。
そして，当然でありますけれども，禁止は警察
力に担保されていなければならない。つまり，実
定法によって禁止されている行為を行った者に対
しては警察力が行使されて刑事罰が加えられる，
という形をとらざるを得ないわけです。実は，土
地利用規制の限界は乙の本質的なと乙ろにあると
私は思っているわけです。警察力が行使されて処
罰の対象となる程度に好ましくない乙とでなけれ
ば禁止ができない，ということです。
例えば，最近はいろんな説があって，市街化区
域の中にも農地があったほうがいいじゃないか，
という説も出てきているわけですけれども，少な
くともいまの都市計画法がつくられた時点、での理
念は，既成市街地と市街化促進区域においては計
画的な都市基礎整備が行われて，都市的な土地利
用が行なわれる，という想定でありました。そう
いうところでは，農地は必ずしも都市計画法のね
らっている土地利用ではないわけです。生産緑地
法という法律はその当時ありませんでした。そう
しますと，それは都市計画法の理念上からいえば，
必ずしも望ましいものとは言えない。
しかし，市街化区域の中で農業をやっている人
聞をつかまえて.rおまえはけしからんから牢屋
にぶち込むjとか，あるいは「罰金を課すぞ]と
いえるほどけしからんとはとうてい言えない。言
えるか，言えなし、かというのは社会的な判断であ
りますから，主観的にどうという乙とではなくて，
その社会がそのときそのときにどう判断するかと
いうととに依存しますので，必ずしも明確な定義
に従って言っているわけではありませんが，市街
化区域の中で農業をやっているのは「牢屋にぶち
込むぞJというほどけしからんことではないと思
われます。したがって，市街化区域の中で農業を
やる乙とは禁止の対象にはなり得ない，という乙
とになると思います。
土地利用規制にはもう 1つの重要な側面があり
ます。それは，一般的に「補償を要しないjとい
う形で要約されていると思います。つまり，土地
利用規制がかけられたときに，それは財産権の一
部制限を意味するわけですが，その財産権の制限
に対して補償を請求する乙とはできない，という
のが多くの法律学者の解釈だと思います。特l乙都
市計画の分野においては，このことはほぼ定着し
ている考え方だと思います。
と乙ろが，日本の法律の実定法を見てみますと，
この原則は必ずしも完全に守られていると言えな
いわけです。
アメリカの法律で補償を規定しているものはほ
とんどないと思います。裁判では補償を払わされ
た例が幾っかありますが，判例の数からいえば，
土地利用規制によって財産権が侵害されたといっ
て訴えたケースで，補償の支払いが命ぜられたケ
ースは少ない。補償は必要ない，という判決が出て
いるのがほとんどだと思います。
乙れはこの分野では有名な判決ですが，禁酒法
ができたときに，禁酒法によって過去において行
った酒製造に関する投資がむだになった，その財
産権l乙及んだ被害を国家は補償すべきである，と
いう裁判を起こした醸造業者がいまして，それに
対するアメリカの連邦最高裁判所の判決は，酒を
つくるという乙とは好ましくない行為である，乙
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れは連邦議会が決めた乙とである，好ましくない 頭にほかの分野と同様にヨーロッパ型の林政の思
行為を禁止されたからといって，過去にさかのぼっ 想が入ってきまして，乙乙で官有林の経営が本格
ってであれ，損害賠償を請求する権利はない，と 的に考えられるようになります。
いうのが趣旨でありまして，その判決の趣旨はし
ばしば土地利用規制をめぐる裁判で引用されるわ
けです。つまり，規制は国家の正当な警察権の行
使である，警察権の行使は，一般的にいえば，間
違って行使された場合を除けば，補償の対象lとは
ならない，という考え方です。
と乙ろが，日本の法律ではそうなってないんで
す。最初の法律はおそらく私は森林法だと思いま
す。明治30年の森林法で保安林l乙関する規定が入
りました。明治30年の森林法というのはそんなに
長い法律ではなくて，森林管理について強い警察
権の行使が行われるようになったという乙とと，
もう lつ乙の法律の特徴は，保安林について定め
たということです。保安林の指定がされて，その
ことにより通常生ずる損失が発生した場合には森
林経営者は補償を要求できる，という文言が乙の
明治30年森林法の中iζ入っているわけです。
土地利用規制に関する法律論を金科玉条にして
単純に考えれば，保安林というのは砂防であれ，
あるいは洪水防止であれ，下流あるいは付近の人
聞に対して危害が及ぶ乙とを防止することを目的
とする警察力の行使でありますから，その警察力
の行使が財産権を侵害したとしても，公共機関の
側からいえば，それによって補償を請求される乙
とはない，土地の所有権者からいえば，補償を請
求する権利はない，というふうに考えるべきだと
思うわけですが，実定法上は明治30年の森林法に
補償の規定が入っているわけです。
どうして明治30年の森林法に補償の規定が入っ
てきたのかというのはわかりません。もうちょっ
と調べてみたいと思っているんですが，明治30年
から40年にかけて日本の森林行政が確立する過程
で，官有林と民有林との間で、森林の経営について
かなり分裂が起乙りました。官有林は農林省の山
林局が管理する，あるいは帝室御用林で宮内省が
管理する。それと内務省が北海道の原生林にかな
り官有林を持っていたんですが，乙ういったもの
を管理するという形になっていた。そして明治冒
官有林の経営をこのときにどうやって行ったか
というと，実は地租改正で国有林が増えてしまっ
たんです。地租を納めるということを条件にして
私有権の設定を申し出なかった土地がたくさんあ
って，これは後l乙入会問題を起こすわけですが，
特に東北地方においては従来入会あるいは部落の
総有という形で使われていた林野が地租改正に際
してたくさん国有林になってしまった。その地租
改正のときに入ってきた，いわば要らない森林を
民聞に払い下げて，その払い下げたお金を原資に
して，林相のいい山林について林道をつくるとか，
植林を行うとか，そういう形で経営基盤を整備し
ようということが明治20年頃に農林省，内務省を
中心lとして日本の政府の中でほぼ合意ができ上が
るわけです。
これで官有林については一応体制ができあがる
わけですが，民有林については手が届かない。特
lζ明治30年前後，大きな洪水が次々に起乙りまし
た。ご承知の渡良瀬川の洪水は，もちろん足尾銅
山による山林の荒廃がきっかけになっていますけ
れども，乙れだけではなくて，多摩川でも30年近
傍の時期に大きな洪水が起乙ります。
そこで問題になったのは，民有林についてもや
はりきちんとした管理をしなければいけない。と
乙ろが，そのためのお金がない。官有林について
は，払下げによってお金を得て，それを原資とし
て基盤整備をすることができるけれども，民有林
についてはそのお金がない。
そ乙で林政関係者は大蔵省と交渉して補助金を
取ろうとするわけです。しかし，大蔵省はそうい
う金は出せないと言う。出せないところから何と
か引っ張り出すためには，森林の広域的効果，外
部効果と言ったらいいでしょうか，そういったも
のを強調する必要があったと思われます。そ乙で，
森林は治水上，水源福養上，砂防上非常に効果が
あるものであるから，その保全のためには公共が
金を出してもいいんだ，という主張が明治30年頃
に林政関係者から出てくるわけです。
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乙れは民間の林業家ではなくて，むしろ国の林
政家あるいは帝国大学，農学校の林学の教授たち
からそういう考え方が出てきて，それが明治30年
の森林法iζ結実をしてくるわけです。ですから森
林法というのは，森林の保全のためにかなり強い
警察力をうたったことと保安林という形になるわ
けです。
しかし，民間のほうからは別にそれほどの主張
が出ていたわけではない。そこで保安林の指定を
行おうとしますと，乙れは森林の関係者のジレン
マなわけですが，広域性あるいは公益性をいえば，
森林をかつてに伐採したりする乙とはできなくな
るわけです。つまり，森林経営上手かせ足かせが
はまってくるわけです。しかし，公益性を言わなけ
れば，固からの金は取れない。国からの金を取る
ために公益性を主張する。しかし公益性を主張
すればいろいろな制限が加わってくるから，その
制限に対しては補償を払うという形で森林法の保
安林に関する補償の規定ができたのではないかと
思います。
乙れは私の全く当て推量で，本当かどうか検証
されたところではないわけです。しかし，とにか
く突然明治30年の森林法の中に土地利用に関する
補償の規定が入ってきたわけです。
ずいぶん後になりますけれども，大正8年の都
市計画法の中で風致地区は竹木の伐採を許可制に
しているわけです。もちろん，それ以外の規制が
いろいろありますけれども，風致地区については
竹木の伐採を許可制にしていました。ところが，
都市計画法の風致地区については補償規定があり
ません。同じように森林を伐採する行為であって
も，保安林については補償の規定が入ってくるわ
けです。
その 2つの法律の差は，森林は経営の対象にな
る，風致地区は必ずしも経営ということだけでは
なくて，そ乙は居住の目的になっている，という
理屈は成り立たない乙とはないとは思いますけれ
ども，同じような土地利用の規制でありながら，
片方では補償が払われ，片方では補償が払われな
い，というちょっと妙なかっ乙うになったんです。
いまは自然公園法ですが，昭和6年にできました
国立公園法が森林法を下敷きにして，特別地域の
指定が行われた場合lζ補償を支払う，という乙と
を決めました。国立公園法で特別地域というもの
を指定する乙とができるようになりました。そし
て特別地域の範囲内では土地を削ったり，あるい
は家を建てたり，竹木を伐採したりする場合には
主務大臣の許可を得なければならない，という規
定を入れました。そして，許可を申請した人間が
不許可の裁定を受けたときにその不許可によって
生じた損失について補償を請求する乙とができる，
という規定が入ってくるわけです。
同じ内務省で，片方で=は都市計画法をっくり，
国立公園法をつくるわけですが，国立公園法のほ
うには補償規定を入れ都市計画法のほうにはそれ
をいれないようにしたわけです。
その後ごく最近に至る実定法の中で自然保全系
の法律の中には全部乙の補償が入ってきています。
例えば.46年の自然環境保全法，あるいはその前
の首都圏近郊地域における緑地保全法，これは買
取請求ですが，いわば財産権の保全の方法が決め
られているわけです。警察力の行使としての土地
利用規制で割り切っていないわけです。それから
都市近郊緑地法も首都圏の近郊における緑地保全
法と全く同じっくり方です。乙うやって自然保全
系の法律の中にはいずれも補償規定が入っている。
ところが，都市計画法は従来から土地利用規制
による補償は認めないで流れてきました。非常に
離れたところでやっていてくれる分にはいいんで
すけれども 2つの系統，つまり内務省の系統と
農林省の系統一自然公園は厚生省ですが，厚生
省というのは内務省から分かれたものです一そ
ういったものがだんだん近づいてくると，乙の2
つの体系を調整しないとならなくなってくると思
うんです。
例えば，市街化調整区域は，都市の無秩序な膨
張を抑止して，過大な都市基盤整備に関する財政
需要が発生しないようにする，ということがたぶ
ん目的だったんだろうと思いますけれども，同時
に都市の周辺において環境を保全するという目的
もあったはずです。と乙ろが，乙の市街化調整区
域に対しては，かりにそれによってかなり強い利
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用規制が発生しでも補償を要しないという乙とで，
昭和43年の都市計画法は割り切ったわけです。
私はそれはそれでいいと思います。市街化調整
区域に全部補償を支払っていたら，市街化調整区
域の指定は事実上できなかったと思いますから，
補償を払わないという乙とを決めて，それで、突っ
走ったことは必ずしも非難されるべきととではな
いと思います。調整区域の指定がされて財産権が
侵害されたといって訴えた人もいないわけです。
日本人はわりあいとおとなしいんだと，思いますけ
れども，財産権の侵害を理由l乙訴えた人はいなし、。
あるいは財産権の侵害によって被害を受けfこから，
被害を補償しろとして訴えた人はいない。ですか
らそれはそれで‘よかったと思います。しかし，市
街化区域の中にも保安林があります。たとえば保
健保安林の指定があります。と乙ろが，この保安
林の指定は補償を要することになっております。
外側のほうは補償を要しなくて，中側で行われ
る保安林の指定のほうは補償を要するというよう
に， 2つの領域は完全にオーバーラップをしてし
まっているわけです。
乙の部分については，特別の犠性というものの
解釈を少し整理していくことによって何とか整理
がつくのではないかと思います。
特別の犠牲というのは，土地収用を行う場合l乙
補償の根拠とされるものです。その人にだけ特別
の犠牲が発生する，その特別の犠牲を放置するこ
とによって社会の公平が損なわれる場合にはそれ
を補償する，乙れが土地収用の場合の補償の根拠
です。
法律学者たちは幾っかその特別の犠牲について
解釈をしていますけれども，まず第 11<:，その犠
牲の被害が大きい。収用の場合には土地を取られ
てしまうわけですから大変な被害です。被害の
絶対額が大きいという乙とです。それからこれも
むず、かしいんですが，小範囲の特定された土地所
有者に発生するものである。特別の範囲が限定さ
れているということと絶対的な被害が大きいとい
う乙とが特別の犠性の定義として使われます。
私は乙れに加えて，相対的な被害という概念を
特別の犠牲の中に入れるべきではないか，という
乙とを提案しています。犠牲を乙うむる者と，そ
の犠牲の結果利益が発生して，その利益を受ける
者との相対関係において，特別の犠牲という定義
をしていいのではないか。
例えば，風致地区の場合lとは，竹木を伐採して
はいけないという制限を土地所有者は受けるわけ
です。ある意味で被害を受けるわけですが，一般
的に考えられる状況の下では，風致地区の土地所
有者はその中に住んでいて，自らもその風致を事
受する乙とができる。その意味では，その土地所
有者は被害を受ける者であると同時に，その制限
によって利益を受ける者でもある。
都市計画の地域地区の指定は，全部そうだとは
言い切れませんけれども，多くはそうだといって
いいと思います。例えば，第一種住居専用地域の
場合にもかなり厳しい建築制限を受けますけれど
も，建築制限を受けることによって被害を受ける
が，同時にその建築制限によって自らも利益を受
けている，そういう場合には補償を要しない。
しかし，保安林の場合には，保安林の指定を受
けた土地所有者は，その保安林指定によって利益
を受ける乙とはほとんどない。利益を受けるのは
隣の森林所有者であったり，あるいは下流の住民
であったりするわけです。そういう場合には，か
りに絶対額として被害がそれほど大きなものでな
くても，受益との関係で補償をしてもいい，とい
うふうに考えられる。だれが被害を受け，だれが
利益を受けるか，その関係で補償の要件を少しゆ
るめて考えていったらいいかな，というふうに思
っています。
アメリカの場合には，このへんはちょっと違っ
ていまして，最近はいろんな手法があって，例え
ばイーズメント(easement) の取得とし、うのが
あります。イーズメントというのは地役権と訳さ
れていますけれども，実際上は地役権より地上権
のほうに近いのではないか，という気がします。
例えば，道路の周辺に森林があって，その森林が
大変美しいというときに scemc easement，景観
上保全するという地役権を道路管理者が周辺の森
林に対して設定するわけです。その地役権を設定
する乙とに対して補償金を払う，という形式をと
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っています。
形式は違いますけれども，実質上は日本の場合
とかなり似たことをやっているわけです。ただ，
アメリカの場合には，土地利用規制は警察力の行
使であるから補償を要しない，という原則がかな
りしっかりでき上がってしまっているので，イー
ズメントを設定する，という財産権の一部の取得
という形式を経由しないとお金が払えなL、から，
そういう方法をとっているというふうに考えられ
るのではないかと思います。
開発権 Cdevelopment right)の取得というの
も同様です。これも都市の中ではずいぶんいろい
ろ言われています。開発をしてはいけないという
わけですから利用規制ですが，それを警察力の行
使として行うのではなくて，開発権の取得あるい
は開発権の収用という形で行う，という形をとっ
ている。形式は違うけれども，実質は似たような
ものではないか。そしてそのへんにいま利用規制
の法律制度上の一番大きな問題があるような気が
します。
具体的問題になれば，例えば都市地域の中の利
用規制について，都市計画法による開発行為の規
制と建築基準法による建築行為の規制との聞の問
題とか，あるいは農業振興地域整備法の中のいわ
ゆる白地についての規制が抜けているとか，土地
利用計画を立てて整然、たる土地利用を実現してい
こうという実務上の点からすれば，問題はたくさ
んありますが，考え方の上でミの中心の問題はいま
申し上げたあたりにあるのではないか，というの
が私の最近の問題意識です。
それから収用は，土地に関連する法律学者たち
は必ず通過していくところですから，法理論は大
変整備されていて，私が付け加える乙とはあまり
なくなっているくらい，ょくでき上がっているわ
けです。
土地収用というのは，表面的に見ますと，財産
権の中で処分する権利，つまり好きな相手に好き
な値段で売る権利が財産権の構成要素たる処分権
であるわけですけれども，それに介入して特定の公
共機聞にいやでも売らなければならない，しかも，
その価格は好きな値段ではなくて，日本の法律の
体系でいえば，最終的には収用委員会の採決によ
って決められた値段による，ということになって
いるわけです。乙れは処分権に対する極めて強い
介入です。処分権に対して極めて強い介入を行う
だけでなくて，結果的には私的財産権が消滅して
いくわけですから，私的財産権に対する社会的介
入の手段としては最も強力なものということにな
ろうと思います。
強力なものであるが故に，収用権の発動l乙対し
ては種々の制約がかけられている。乙れは当然の
乙とです。その種々の制約は，普通3つに要約さ
れています。第lは，公共の目的がなければ収用
権は発動してはいけない。第2番目に，事前の正
当な補償が行われる，という条件の下でしか収用
権は発動されない。第3番目は，正規の法手続を
経て行われるものでなければならない。この3つ
が収用権発動の要件として法律学者たちが普通ま
とめているものです。とれは日本の場合だけでは
なくて，資本主義国であればど乙の国へ行っても
そうだと思います。
正当な補償については議論がありますが，今日
はあまり詳しいことには触れません。土地収用法と
いうのは大変長い大きな法律で，その長い法律の
大部分は正規の法手続に関して非常に細かい規定
がありますが，乙れについても今日は触れません。
問題は公共の目的というところになります。収
用権を発動するための 3つの条件のうちの第 1番
目が，公共目的にかなう乙とであります。公共目
的にかなわなければ収用法を発動する乙とはでき
ないわけですが，実定法上は公共目的をどうやっ
て認めるかといいますと，現行の土地収用法では
事業認定という手続でこれを行います。事業認定
というのは，ある公共事業が土地収用法を適用し
得るに足る公共性をもっているという認定を行う
んですが，これは建設大臣が行ったり，あるいは
小さな事業であれば都道府県知事が行うことにな
っています。昔から，法律学者がオーソライゼー
ション Cauthorization)とか呼んでいるそうい
う手続があって，その後lζ収用が行われるように
なっているわけです。
日本の土地収用法では，その事業認定の要件と
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して4つあげています。事業認定の要件の第 1番
目は，土地収用法第3条l乙列挙されている事業で
あることであります。
戦前の土地収用法を見てみますと，乙の3条規
定というのが大変いし、かげんです。土地収用法が
使える事業として，まず第11乙「軍機i乙関するこ
と」というのがあります。軍の活動のために必要
な土地については収用できるというのがまず冒頭
にあるんですが，例えば河川法による河川事業と
か，そういうものが4っか5つあがっておりまし
て，最後に[国，都道府県，市町村が公共のため
に行う事業」と書いてあるんです。そうすをと，
前に幾つ並べても意味がないわけです。
戦後の土地収用法はそれを排除したんです。そ
して40幾つかのものが並んでいます。
のっていない事業にどんなものがあるかという
と，一般的にいえば，新産都市建設事業で工場用
地を造成しようとするときに収用法は使えません。
ただし，例えば鹿島の場合には首都圏整備法にの
っとって収用法が使えたわけですが，新産都市建
設事業そのものは収用法を使える事業ではありま
せん。
それからこれは大問題ですが，自衛隊の演習用
地はここでは列挙されてないわけです。駐留軍の
用l乙供する演習地については，日米安全保障条約
に基づく行政協定があり，その行政協定に基づい
て，駐留軍の用l乙供する土地l乙関する特別措置法
というのがありまして，特別措置法で手当する乙
とになっていますが，自衛隊の演習地そのものは
収用法の3条の中には列挙されていません。
それから都市計画事業は土地収用法には入って
ない。そのかわり，都市計画法の中に「都道府県
知事による事業計画の認可をもって土地収用法に
よる事業認定とみなすJという規定がありますの
で，乙れによって実際上は都市計画事業に収用法
は使えるわけですが，そういうふうに事業をまず
特定した。公共機関が行う事業は何でもいいとい
う形にはしなかった，というのが第l点でありま
す。
第2番目には， r土地の合理的利用に資するj
というのが入っています。これはおもしろい規定
だと思うんです。あまり争いになったことがない
んですが，例えば都市計画法l乙基づいて民間飛行
場をつくる場合，これは土地の合理的利用に資す
るかど、うか大問題になる可能性があると思います。
というのは，民間飛行場の周辺の土地利用規制を
行う乙とになっております。用途地区のあると乙
ろに民間飛行場をつくって，その騒音の範囲内に
ついては建物を建ててはいけないとか，すでに建っ
ている人たちは出ていきなさいとかいう乙とがあ
るんです。すでに都市計画がなされているととろ
で，地域地区の指定があるところに新しい飛行場
をつくって従来の計画を変更しなければならなく
なってくるとすれば，乙れが土地の合理的利用に
資するものであるかというのは大問題ではないか，
という気がします。
それから 3番目に「公共の福祉に資することJ
というのがもうーベんうたわれております。
それから 4番目に「起業者の意思と能力」を事
業認定の要件としてあげています。起業者の意思
と能力というのをあげたのは，立法者がどういう
ことを考えていたのか，聞いてみたんですけれど
も，あまりよくわからないんです。
乙れに関しては大変おもしろいケースがありま
す。それは下茎ダムの裁判です。下茎ダムは筑後
川の上流につくられた多目的ダムですが，乙の多
目的ダムの建設をめぐって，室原知幸さんという
地主さんが先ほどいいました建設大臣の行った事
業認定の無効確認を訴える行政訴訟を起こしまし
た。この裁判の中で室原さんが特に強く主張した
のは，建設省は下茎ダムをつくる意思と能力がな
い，という点です。意思と能力のないものに事業
認定を行ったのはけしからん，という乙とです。
室原さんがそういう主張をしたのにはもちろん
根拠があるわけです。下茎ダムを多目的ダムです。
多目的ダムの建設に関しては特定多目的ダム法と
いう法律があります。乙の特定多目的ダム法に従
って，主務大臣である建設大臣がダムの建設を行
ったわけです。と乙ろが，特定多目的ダム法とい
う法律は「主務大臣は特定多目的ダムを建設する
に際して基本計画を策定しなければならないjと
いう乙とを言っているわけです。ですから建設大
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臣は当然下茎ダムについて基本計画をつくらなけ
ればいけなかった。と乙ろが，下茎ダムについて
は基本計画がなかったわけです。なかったのには
理由があります。基本計画はダムの位置とか，構
造とか，そういったものをもちろん書くわけです
が，基本計画の最後に，費用の負担について基本
計画の中にうたいなさい，と言っているんです。
下茎ダムは洪水調節と農業用水と発電ですけれど
も，発電は九州電力が行う乙とになっていました。
そして建設省と九州電力の間で，九州電力がいく
らの金を負担するかについて話合いがついていな
かった。話合いがついていませんから，基本計画
がない。基本計画がないまま事業認定の申請を行
って，建設大臣が事業認定を行ったわけです。そ
乙で室原さんの言い分は. r基本計画がないとい
うことは，建設省は乙のダムをつくる意志がない
という乙とだ。費用の負担について決まっていな
いという乙とは，このダムを作る者lζ財政的な能
力がないという乙とだc意思も能力もないのに事
業認定を行ったのは重大な暇班であるから無勘だJ
乙ういう主張です。
判決は室原さんの負けでした。私は室原さんの
言うのは正しいように今でも思っていますが，負
けました。
建設省の言い分は，確かに多目的ダム法で基本
計画をつくるように言われているのに基本計画が
ない。乙れは事実ですから，争う余地がないわけ
です。では，何によってその土地を収用するのか。
河川事業として収用する。
河川法という法律がありまして，河川工事実施
計画を河川管理者がつくらなければいけない，と
言っている。河川工事実施計画というのは実はあ
まり大した計画ではなくて，たいてい数ページの
ペラペラとしたものです。洪水調節のために上流
にダムをつくる。そのタームの名前を幾つかあげて
おります。「下茎ダム，松原ダム等」と書いてあ
ります。
河川法の中に河川工事実施計画をつくれと言わ
れており，河川管理者である建設大臣は河川工事
実施計画をつくった。その河川工事実施計画の中
lζ下茎ダムという言葉が入っているから，将来乙
とには多目的ダムができます，それは下茎ダムと
いう名前です，乙れをつくるときには基本計画を
つくります，しかし当面の収用は河川法の工事上
必要であるから収用する，乙れが建設省の理屈で
す。
私はへ理屈みたいな気がするんです。法律学者
というのはそういうときにへ理屈をつくるのが仕
事ですから仕方がないんですけれでも，そういう
ことがありました。
下茎ダムというのは 1つのケースですが，起業
者の意思と能力は何によって検定されるかといえ
ば，計画である乙とは間違いないと思うんです。
その公共事業がどういう計画にのっとって行われ
るか。その計画がどのような形でオーソライズさ
れているかということが，その事業認定上の起業
者の意思と能力の判定の材料になる，というふう
に考えるべきだと思います。ですから収用に関連
しての中心問題は，計画がどのような形でつくら
れるか，という乙とに尽きますし，その計画の策
定に関してどのような手続がとられたか，という
ととが問題になると思います。
次が租税の問題です。租税の問題に関してはい
ろんな乙とがありますけれども 2つほど申し上
げますとつは，譲渡所得税が重いほうがいい
のか軽いほうがいいのかという問題です。譲渡所
得税は重ければ重いほど所得再分配効果をもちま
す。土地を売って何億円ももうける人がいたとき
に，その所得に対して重い税金がかけられれば，
何億円のうち何千万円が払われて，それが例えば社
会保障事業に使われるわけですから，一般論とし
ては，譲渡所得税は重ければ重いほど所得再分配
効果をもちます。その点で，税金を取られるほう
にとっては好ましくないでしょうけれども，社会
的に見れば，重いほど好ましいと言ってよろしい
と思います。
しかし，もう 1つの問題がありまして，譲渡所
得税が重くなると，土地所有者が土地を売らなく
なるのではないか。土地を売らなくなれば供給が
減少するから，需要条件に変化がない限り譲渡所
得税は土地価格を押し上げる可官民生がある，とい
う議論です。乙れは租税の lock-in effectと呼
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ばれているものです。税金が上がったら権利書を
金庫の中に入れてかぎをかけてしまって号|っ張り
出さなくなる，そういう効果という乙とです。供
給を抑制する効果がある。
乙れがあるか，ないかという乙とについて議論
があります。例えば，東京大学の経済学部の小宮
隆太郎先生などはロックイン・エフェクトはない
というご主張のようです。私はロックイン・エフ
ェクトはあるという主張をしています。
乙れは決着のついている話ではないんですが，
小宮先生は，非常に重い譲渡所得税，例えば 100
9ぢの譲渡所得税がかけられるようになった場合に
土地所有者はどう考えるか。地価の値上がりを期
待していくら持っていても，地価が実際l乙上がっ
ても売ったときには全部持っていかれてしまうか
ら，ばかばかしくて持っているのはやめるだろう，
したがって供給を促進する，そういう乙とです。
非常に平たくいえば，そういうことです。
私の主張は. 100 %の譲渡所得税がかけられる
乙とになってしまえば，いま売ってもちっともも
うからないから，売るのをやめるだろう，という
乙とです。
私は自分の主張が正しいと思っているわけです
けれども，私が主張して，小宮先生が反論してお
られない点がlつあります。それは，譲渡所得税
が非常に高い状態になったときに，土地所有者は
この譲渡所得税は将来下がるかもしれないという
ふうに思う可能性がある，という点です。地価が
上がると思うか，下がると思うかというのは，一
種の投機です。土地が上がると思えば持ち続けた
ほうが得だ，下がると思えば早く売ったほうが得
だ，乙れは完全なスペキュレーションですけれど
も，土地所有者はおそらく税制という制度に対し
でもスペキュレーションを働かせるのではないか。
特に日本の場合，譲渡所得税制度ほどいじられた
税制はありません。譲渡所得税は昭和44年から始
まったわけですが，乙乙15年間ほぼ毎年のように
変更されました。それくらいしょっちゅう制度が
変わっている税制に関して，非常lζ高い税率をか
りに設定したとすれば，おそらく土地所有者は，
乙れは一時の乙とで，また下がる乙とがあるとい
うスペキュレーションを働かせるだろう。そうい
うスペキュレーションが働いたとすれば，供給は
減殺されてしまう，したがって地価が上がる，と
いうのが私の主張です。
乙の制度的投機というのが日本の社会ではかな
り重要な役割を果たしているのではないか。制度
が変わるという乙とを前提にして，今日の行動を
決める。
例えば，市街化調整区域は原則として家を建て
てはいけないところです。普通の人だったら，家
を建ててはいけないと乙ろに土地を買おうとは思
わない。と乙ろが，現在は市街化調整区域だけれ
ども，この土地はそのうちに市街化区域に編入換
えになる，ということを考えるとすれば，その土
地はいま買っておいたほうが得だ勺制度があって
も，その制度がいつか変わると考える。もっと悪
質なのは制度を変えさせるわけです。そういうこ
とをやるようになってきてしまっている。
民間活力の導入というのは，私は乙の制度的投
機ではないかと思います。土地の値段がどんどん
上がっているときには，経済的な投機をみな行っ
ていた。しかし，地価が沈静してしまった。ここ
で土地でもうけようとしたら，どうするか。ほか
の人には手のつけられない土地を自分だけが手に
入れれば大もうけであります。それは固有地の払
下げであったり，あるいはある限られた土地につ
いて制限が撤廃されたりする乙とです。それでそ
ういうふうに働きかける。政治家はそれに乗る。
乗るときに政治献金をもらう。この構造はなにも
最近始まったことではないですけれども，特IL.，
最近そういう傾向が強くなっているように思いま
す。
それは政治レベルの話だけではなくて，土地所
有者が税制について働かせる可能性がある。私は
土地譲渡所得税についてはその可能性は非常に大
きいと思います。所得再分配効果の点からすれば，
高いほうがいいんですけれども，ただ高ければい
いというものではない。高くする乙とによってロ
ックイン・エフェクトが起乙る乙とは覚悟しなけ
ればいけないのではないか，という考え方です。
それからもう 1つが保有税です。固定資産税，
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都市計画税です。乙の固定資産税，都市計画税に
ついての中心課題は，使用価値課税(use value 
taxation)か市場価値課税 (marketvalue ta.-
xation)，乙の選択の問題です。
アメリカの保有税 (propertytax)についてい
えば，市場価値課税が原則になっています。日本
のi~定資産税はアメリカのプロパティ・タックス
の制度をモデlレとしていますので，当然市場価値
原員IJになっています。
ところが，市場価値は高いけれども，現在の使
用方法を前提とすれば，その使用価値は小さい土
地があります。代表的なのが市街化区域の中の農
地であり，あるいは高度地区の中の低密度住宅地
であるわけです。そ乙は市場l乙出せば非常に高い
値段で売れるけれども，農業の収益から考えたら，
その価値はそんなに大きなものではない，あるい
はただ住んでいるというだけの場合には，高層ビ
ルが建つような市場価値にとても見合うものでは
なし、。
そういうときに，市場価値l乙見合う税金をかけ
られれば，その土地を使用して低密度の利用を行
っている人間は非常に大きな損害を乙うむること
になります。乙れについてどう考えるか，という
と乙ろが問題だと思います。
私は「宅地並み課税jという言葉は最初に使い
ませんでしたけれども r市街化区域内の農地に
ついては農地に関する固定資産税の特例をやめる
べきである」と言ったわけですが，実質的には宅
地並みと同じです。宅地並みという言葉はマスコ
ミがつくったわけですけれども，それを主張して
きました。
それに対して，農業団体は「都市の中の農業は
それほど大きな収益をあげてなL、。農業の収益の
あがっていないところに市場価値を原則とする課
税が行われば，農業経営は潰滅的な打撃を受ける。
そういう税制は受け入れることはできないJと言
うわけです。
私はその論争の渦中に入ってしまったものです
から，乙の点についてあまり客観的な立場でお話
はできませんけれども，これは例えばアメリカで
もずいぶん論争のあったところのようです。
1950年代の終わりにメリーランド州で初めて乙
の乙とが論争になりました。メリーランドはワシ
ントンDCの郊外で新しい住宅開発が進んで，そ
のときに「市場価値原則で税金をかけられると優
良な護地がつぶれる。優良な農地をつぶさないた
めに，農地については市場価値原則ではなくて使
用価値原則で行うべきであるJという意見が出ま
した。この場合も主として農業団体から出てきた
わけです。自然保護団体がそれを支持しました。
ただ，これはメリーランドに限らないと思います
けれども，アメリカ合衆国の憲、法では課税の公平
という乙とがうたわれていますので，憲法問題に
なりました。それで憲法改正の住民投票がメリー
ランドでは行われたわけです。
そこではどういう形で憲法が改正されたか。メ
リーランドの憲法では，宗教法人と学校法人につ
いては課税上の特例がすでに認められていたわけ
ですが，それに加えて「公共の利益になる土地利
用については税の減免を行う乙とができる」とい
う条項を加えたわけです。ねらいははっきりして
いまして，ワシントンの近郊地帯の農地について
の税金を安くする，というねらいだったわけです。
これは住民投票で通りました。
いまアメリカの50ある州のうち40幾つかの州で，
憲法改正をやったり，やらなかったりいろいろで
すけれども，農地についての使用価値課税を認め
ています。しかし， r農地だから安くする」とい
っているところは 1つもありませんで， r公共の
利益になる土地について減免する」と言って，そ
の「公共の利益になるJという定義の中l乙「農地
として利用されている」ということが含まれてい
るわけです。
ただ農地ならいいかというと，そうではなくて
公共の利益になる利用の仕方でなければならない
わけですから，そこでは農地としての使用が継続
的に行われる制度的な保障が当然に要求されるこ
とになります。
州の数でいえば圧倒的に多い州が，その農地に
ついて農地としての土地利用規制をかける。つま
り，開発が行えないような土断問規制がかかっ
たときに使用価値課税を行う，という形をとって
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います。全部の州がそうではなくて，少数ですが，
農業の経営者がその農地を使って1年間何ドル以
上の農業所得をあげている，しかもその農業所得
がその農家の所得の中の何10%以上である，とい
うような縛りをかけている州もあります。あるい
はその両方の縛りをかけている州もあります。し
かしアメリカの場合は州の土地利用計画という
のはほとんどないわけです。ハワイ州くらいしか
ありませんので，市町村単位で土地利用計画がつ
くられるわけですが，市町村の土地利用計画によ
ってその土地が農地としての利用が継続されて，
開発されないという土地であれば，その場合に限
って市場価値原則を変えて使用価値原則とする，
ということが大部分の州で認められています。
しかし，考えてみれば，土地利用計画によって
開発がとめられている土地であれば，ほっておい
ても地価は下がるはずです。開発される可能性が
あるから地価が上がっているのであって，法律に
よって開発されないという乙とになれば，当然地
価は下がるはずですから，下がった地価で評価す
れば，市場価値原則でやってもそれほど大きな差
は出て乙ないのかもしれませんが，それでも制度
的投機の問題がありますので，開発されないとい
っていてもまだ投機が残る場合ももちろんない乙
とはありませんから，その場合lζ使用価値原則で
やるというのはそれなりの根拠があると思います。
と乙ろが，日本の場合にはそうではないわけで
す。日本の場合は，まず農地について特例を認め
てしまっています。これは時代の背景があるわけ
です。地方税法によって固定資産税制度ができた
ときに，時価によって評価をするという原則が入
りました。しかし，その当時，昭和26年にはまだ
自作農創設特別措置法に関連する公定価格が農地
について設定されていました。したがって，農地
については，やみ値というのはありましたけれど
も，法律上時価が存在しなかった。そ乙で農地に
ついては収益還元法による評価を行うという特例
が入ったわけです。しかし，昭和27年K自作農創
設特別措置法が廃止になりました。その段階で，
農地だけを特別扱いする理由がなくなりました。
それで昭和38年に農地についての特例を廃止して，
すべての土地について時価評価による，という地
方税法の改正が行われたわけです。法律はそのと
おりになりました。しかし ζのときに国会が付
則を 1つつけました。その頃. 4倍とか. 6倍と
か言われたわけですが，農地に関する税金が一挙
iζ4倍や6倍になったので、はかわいそうだ，課税
の実施は 1年間延長しよう、という乙とになりま
した。ですから法律上はもうど乙にも農地の特例
というのはないんですが，乙の付則で，農地につ
いては過年度課税額をそのままとするとして，そ
れがいまに至るまで続いてきたわけです。
法律の付則というのは，この法律は何年何月何
日から施行するとか，あるいはこの法律の施行は
何とか施行法によるとか 1行くらい書いてある
のが普通ですけれども，地方税法の付則だけは10
何ページあります。ほとんどがいまの問題の関連
です。
いろんな経過があって，ゴタゴタいじられまし
た。しかし，基本は昭和38年の収益還元法による
評価に基づく税金が現在も農地については残って
いるわけです。
農地は特例だったんですが，今度はその農地に
ついての特例が原則になりました。私は「市街化
区域内l乙入った農地は特例を外せJと言ったわけ
ですが，一般的にはそうは見ていませんで.r農地
は安いんだ。それに対して税金をかけるとはけし
からんJという形になってきたわけです。
さっき言いましたように，私は乙の点について
はあまり客観的な事実の説明ができない立場にあ
るんですが，本質的なと乙ろは使用価値課税によ
るか，市場価値課税によるかという乙とであり，
使用価値課税を行うべき要件についての議論は日
本では十分になされていない。どういう場合に使
用価値課税でやるのか，という乙とについての議
論がない。そ乙で極めて政治的な右か左かという
議論になってしまったような気がするわけです。
以上，利用規制と収用と租税のそれぞれについ
て話をしてきたわけですけれども，実定法がみん
なバラバラですから，そ乙には必ずしもあまり統
合された思想はないんです。
例えば，区画整理を行う場合には，区画整理を
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行って事前，事後の地価の評価を行います。地価
の評価を行って，その評価額の範囲内で減歩が決
まるということになっているわけですが，乙の評
価があまり科学的に行われているとは思えないん
です。特に事後の評価について，区画整理を行っ
た後，その地域の用途地域の変更があるかもしれ
ない。ところが，その用途地域の変更を想定した
評価というのは一般には行われていないんです。
土地利用計画と土地区画整理による滅歩，これは
一種の収用，公用負担ですけれども，その公用負担
との聞の関係が明確になってない。あるいは囲定
資産税で課税を行う場合に評価を行っていくわけ
ですが，その評価が土地利用計画，先ほど言いまし
た市街化区域であるか市街化調整区域であるかと
いうのは大問題ですが，それに加えて，近隣商業
であっても一種住専であってもそれによって差を
つけるという乙とは直接にはやりませんで，路線
価で決めていくということになっています。高度
地区についても同様です。路線価による評価が原
則であって，用途地域の指定による評価を積極的
lζ行う乙とはやっていません。周辺の土地利用の
状況に合わせて評価をしなければいけない，とい
うような不動産鑑定評価の原則が一応ありますが，
課税の場合は一般的には路線価方式が一般的に行
われています。
計画と収用，つまり利用規制と収用，あるいは
利用規制と課税，乙れの間に関連性がいま全くな
い。これを回復していく乙とがまずどうしても必
要である。乙れを回復する乙とが利用計画そのも
のにもっと権威をもたせる乙とにもなるだろうし，
科学性をもたせる乙とにもなるだろう。信頼を回
復する道にもなるのではないか。そんなことを考
えていると乙ろです。
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LAND POLICY: ITS FUNCTION AND LIMITS 
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As in many other countries development ofland po1icy in Japan has been inf1uenced by its genera1 
political， lega1 and economic aspects. Land problems at one time or another， on the other hand， have 
been the focus of po1itical and social disputes. 
Land policy can be c1assified into three categories: land use control， land tax and eminent domain. 
After Wor1d War n， eminent domain was first discussed泊 the1950s and laws were changed in order to 
make it easy for the centra1 and local governments to acquire land for pub1ic works projects that were 
thought necessary for economic growth. In the 1960s land tax as a measure to cope with land price 
inf1ation was induced by the growing concentration of population and capita1 in the metropo1itan 
areas as a natura1 process of the accelerated economic growth in that period. Lastly， inthe 1970s， 
land use control became the focus of public concern， mainly because of an increasing awareness of 
toward social costs of disorderly developed cities. 
百leauthor tries to evaluate the effectiveness of severa1 measures of these categories ofland po1icy 
in the context of the change of Japanese society and conc1udes也atintegration of the measures is 
needed at present. 
